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国保制度健全運営事業費（特定健康診査） 事務事業評価シート

　成果指標の達成度の要因分析
 （新規事業及び成果指標を変更した場合は、その成果指標を設定した考え方、目標値の根拠を記載）

特定健診の受診率及び特定保健指導の実施率については、花巻市国民健康保険特定健康診査等実
施計画で定めている目標達成のため、土日の休日健診や夕方健診を設定し、より受けやすい体制
の整備や、健診未受診者の受診勧奨に努めている。

【H28成果指標の設定根拠】
　高齢者の医療の確保に関する法律（以下高確法）第18条に基づく特定健康診査等に関する指針
で、特定健康診査、特定保健指導の実施率ともに６０％以上（市町村国保）の目標が設定されて
いる。市では第2期特定健康診査実施計画（高確法19条に基づく）を定め、平成29年度までに、
健診受診率、保健指導実施率60％以上を目標に取り組んでいる。
 働く年代の方が受診しにくいことも目標達成に至らない原因の一つと考えられることから、受
診機会の拡大として休日健診、夕方健診に取り組む。

○ 目標値より低い
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特定健診、特定保健指導は、生活習慣病の発症予防及び重症化予防を目
的に行っており、年々上昇する医療費を抑制するには、必要な事業であ
る。

 受益と負担の適正化余地 費用負担については、花巻市国民健康保険特定健康診査等実施計
画により、受診率の向上のため負担を求めないこととしている。受益機会の見直し余地がある

費用負担の見直し余地がある

　総合評価　…上記評価結果の総括

成果指標　（上記「意図」に対応） 単位 区分

成果指標
の達成度

目標値より高い 概ね目標値どおり

③ 特定保健指導参加者率 ％

② 特定保健指導対象者割合 ％
目標

①

実績

特定健診受診率

目標 50.0

実績 12.8

50.9
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％
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49.0実績

27年度(実績)

③ 特定保健指導参加者 人
計画 667

214 253

活動指標　（上記「事業概要」に対応） 単位 区分 28年度(実績)

② 特定保健指導対象者 人
計画 1,334

① 特定健診受診者 人
計画 9,992

実績 1,086 1,085

委託

公
平
性

特定健診については、受診しやすい体制の整備に努めているが、健診の
効果の普及啓発に努めていく必要がある。また、病院に通院している人
も健診を受ける必要があることを周知する必要がある。特定保健指導に
ついては、非常勤保健師を配置したことで、保健指導件数の増加、充実
が期待できる。

向上余地がある

向上余地がない

効
率
性

特定健診は、市の実施計画を唯一実施できる公益財団法人岩手県予防医
学協会に委託している。特定健診の受診者が増加することは、医療費の
削減につながるものである。特定健診は、最小限の職員で実施してい
る。また、特定保健指導は、一定の研修を受けた者が実施することと
なっており、削減の余地はない。

対象外
適正である共催 実行委員会・協議会 事業協力・協定

意図
生活習慣病の発症と重症化予防のため、生活習慣病を誘因する内臓脂肪症候群の該当者及
び予備群を減少させる 妥当である

見直し余地がある

○特定健診：4月～12月の108日間、保健センター・自治公民館等143会場で実施
　　基本的な健診項目：問診、身体計測、血液検査、尿検査
　　詳細な健診項目：心電図検査、眼底検査
　　全員に貧血検査、血清クレアチニン及び尿酸検査、推算糸球体濾過量（eGFR)を実施

○特定健診の結果、生活習慣改善の実用性に応じて、「動機づけ支援」「積極的支援」に階層化
して、対象者を決定。初回時の個別面接から６カ月間、個別面接から６カ月間、個々に応じた支
援を実施し、終了後に評価する。
 会場：各保健センター、自治公民館等。
○重症化防止対策として、血圧、血糖値等検査結果から早期受診の必要な方に訪問による受診勧
奨を行う。
○適正受診対策として、重複受診、多受診者に対して、訪問による健康相談や適正な受診につい
て指導を行う。

有
効
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 成果の向上余地

 事業費・人件費の削減余地
事業費の削減余地がある

人件費の削減余地がある

どちらも削減余地がない

妥当でない

目
的
妥
当
性

 公共関与の妥当性

【 事後評価 】平成 28 年度 事務事業評価シート

総合
計画

分野

会計 款 項 目

国保 08 01 01

政策 2-6 健康づくりの推進
施策 1 健康づくりの支援

29年度(計画)

28年度(実績) 29年度(計画)

事業ｺｰﾄﾞ 事業名

284010 国保制度健全運営事業費（特定健康診査）

暮らし

　事業概要　…上記目的を実現するための事業手法を記載すること

目的 生活習慣病の減少

対象 ４０歳から７４歳までの国保加入者及び他の健康保険の被扶養者

9,572

後援・協賛 補助・助成

27年度(実績)

市民参画の有無

市民協働の形態

実績 8,496 8,057
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国保制度健全運営事業費（特定健康診査）

08 01 国保制度健全運営事業費（特定健康診査）

目

01

事業ｺｰﾄﾞ

284010

高齢者の医療の確保に関する法律に基づき、各保険者に平成２０年度から特定健康診査及び特定
保健指導が義務付けられた。

一般財源 57,171 53,005

事業名

年度 平成

国保

事業概要

○特定健診：4月～12月の108日間、保健センター・自治公民館等143会場で実施
　　基本的な健診項目：問診、身体計測、血液検査、尿検査
　　詳細な健診項目：心電図検査、眼底検査
　　全員に貧血検査、血清クレアチニン及び尿酸検査、推算糸球体濾過量（eGFR)を実施

○特定健診の結果、生活習慣改善の実用性に応じて、「動機づけ支援」「積極的支援」に階層化
して、対象者を決定。初回時の個別面接から６カ月間、個別面接から６カ月間、個々に応じた支
援を実施し、終了後に評価する。
 会場：各保健センター、自治公民館等。
○重症化防止対策として、血圧、血糖値等検査結果から早期受診の必要な方に訪問による受診勧
奨を行う。
○適正受診対策として、重複受診、多受診者に対して、訪問による健康相談や適正な受診につい
て指導を行う。

花巻市国民健康保険保健事業実施計画（データヘルス計画）を平成２８年４月に策定した。
特定健診、レセプト情報、介護情報が一体化した国保データベースシステム（ＫＤＢシステム）
の整備が進み、保険者ごとに健康課題の分析、様々なデータ抽出が可能となり、保険者はＰＤＣ
Ａサイクルに沿った効果的かつ効率的な保健事業を実施することが求められている。
データヘルス計画では、特定健診に関する成果指標として「初回受診率の向上」
（平成２５年度　１８．２％　⇒　平成２９年度　２０．２％）を掲げ、未受診者対策を強化し
ていくこととしている。

事業説明資料

事業を展開する上での課題、留意事項　／　意見・要望等

事業開始の背景・経緯

部重点施策における目標

健康づくりへの支援と地域医療を充実し健康づくりを推進します。

年度〕事業期間 単年度繰返 期間限定 〔平成

△ 4,166

その他

地方債

32,406 30,277 △ 2,129

83,282 △ 6,295

財
源
内
訳

国・県

27年度
決算額(A)

28年度
決算額(B)

29年度
現計予算額

決算額前年比
(B-A）

事業費
89,577

担当係長 内線

《事業手法の詳細》…概略図による事業手法の詳細と事業費の内訳を記載すること。
【適宜、セルは結合して構わないが、結合した1つのセル内は１文章程度にとどめること。】

担当部署 部名 健康福祉部 課名 健康づくり課

平成 28 年度 事業説明資料 【 】

項会計 款

事後評価
瀬川　浩子 390

特定健診の受診 特定保健指導の実施

生活習慣病の有病者と予備群の減少

花巻市国民健康保険医療費の削減 健康寿命の延伸

事業概要
　高齢者の医療の確保に関する法律により実施する。
　対象者：４０歳から７４歳までの国保加入者

①　特定健診
　　Ｈ28　82,654千円　（Ｈ27　82,688千円）
　　うち検査委託：岩手県予防医学協会（70,293千円）
　
　＊追加・変更部分
　28年度より推定塩分摂取量検査（尿検査）を追加。（1,374千円）
　尿検査で簡単に自分の塩分摂取量を測ることができるため、市民が減塩に取り
　組む動機づけとなり、循環器疾患の予防に非常に効果がでると期待できる。
　
　臨時補助賃金（5,514千円）作業員賃金（1,053千円）消耗品（110千円）
　印刷製本費（460千円）食糧費（17千円）通信運搬費（2,363千円）
　手数料（97千円）電算委託料（2,747千円）

②　特定健診受診勧奨事業費

　　Ｈ28　628千円　　（Ｈ27　1,467千円）

　年代別に受診勧奨用リーフレットを作成し文書による受診勧奨のほか、保健師、
　看護師が電話で受診勧奨を実施。
　保健推進委員によるポスター掲示やチラシの配布、声かけにより、特定健診
　の受診率向上に取り組み、生活習慣病予防意識の普及・啓発を図る。
　　需用費（347千円）　特定健診未受診者対策リーフレット209千円
　　　　　　　　　　　 受診勧奨用ポスター作成　　　　　138千円
    通信運搬費（281千円）受診勧奨案内通知　4,224通
　
　


